
○安来市老朽危険空き家等除却助成事業補助金交付要綱

平成２８年３月３１日

告示第５３号

（目的）

第１条 市は、適正に管理されていないことにより住環境の悪化の程度が著しい空

き家や、防災上周囲に対して危険性の高い空き家の除却を支援し、空き家の除却

及び敷地の有効活用を促進するとともに、避難路を確保し、及び耐震性を有して

いない空き家の放置を抑制することで、居住環境及び安全性の向上を図り、安全

安心なまちづくりを推進することを目的として、安来市老朽危険空き家等除却助

成事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付等につ

いては、安来市補助金等交付規則（平成１６年安来市規則第５３号）に定めるも

ののほか、この告示の定めるところによる。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

（１） 不良住宅 主として居住の用に供される木造住宅でその構造が著しく不

良であるため居住の用に供することが著しく不適当なものであって、安来市老

朽危険空き家等除却助成事業を実施しようとする際に使用されておらず、かつ、

今後も居住の用に供される見込みのないもので、市長が別に定める基準により

不良住宅として認めたものをいう。

（２） 空き建築物 安来市老朽危険空き家等除却助成事業を実施しようとする

際に１年以上使用されておらず、かつ、今後も従来の用途に供される見込みの

ない建築物であって、除却後の跡地が１０年以上地域活性化のための計画的利

用に供されるものをいう。

（３） 旧耐震基準建築物 昭和５６年５月３１日以前に新築され、又は着工さ

れた住宅のうち、安来市老朽危険空き家等除却助成事業を実施しようとする際

に１年以上使用されておらず、かつ、前２号に該当しないものをいう。

（４） 老朽危険空き家等 不良住宅、空き建築物又は旧耐震基準建築物をいう。



（５） 道路 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３条に定める道路のうち、

一般交通の用に供されているものをいう。

（６） 標準除却費 住宅地区改良事業等補助金交付要領（昭和５３年４月４日

付け建設省住整発第１４号）に基づき国土交通大臣が定める不良住宅である木

造住宅又は木造建築物の除却工事に対する標準除却費をいう。

（７） 除却 建築物を解体撤去処分する事をいう。

（８） 敷地 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１条第１号に

規定する敷地をいう。

（９） 除却後の跡地 安来市老朽危険空き家等除却助成事業により除却した建

築物が存在した敷地をいう。

（補助の対象等）

第３条 補助金交付の対象者（以下「補助対象者」という。）は、市税の滞納がな

い者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、個人に限る。

（１） 老朽危険空き家等の所有者

（２） 老朽危険空き家等の所有者の相続人

（３） 老朽危険空き家等の存する土地の所有者（老朽危険空き家等の所有者又

は相続人及び共有者から除却について同意を得た者に限る。）

２ 前項の規定にかかわらず、市長が同項各号に規定する者と同等の権限を有する

と認める者は、補助対象者とする。

（補助要件）

第４条 補助金交付の対象となる老朽危険空き家等（以下「補助対象建築物」とい

う。）は、市内に所在する建物で次に掲げる要件を満たすものとする。ただし、

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２２条第

３項に規定する命令を受けた建築物は除く。

（１） 不良住宅の場合は、一戸建ての住宅、長屋、共同住宅又は店舗等併用住

宅（自己の居住の用に供する部分の床面積が２分の１以上のものに限る。）で

あり、敷地周辺に及ぼす危険性が著しいと認められるものであること。

（２） 空き建築物の場合は、次の全てに該当するものであること。



ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１項に規定する建築物

であること。ただし、これに附属する門若しくは塀、工作物又は建築設備を

除くものとする。

イ 補助対象建築物の存する敷地全体の建築物を、１年以上使用していないこ

と。

ウ 看板等への掲示により、周辺住民に対して除却後の跡地の用途、利用可能

期間等を周知すること。

（３） 旧耐震基準建築物の場合は、次の全てに該当するものであること。

ア 一戸建ての住宅、長屋、共同住宅又は店舗等併用住宅であること。ただし、

これに附属する門若しくは塀、工作物又は建築設備を除くものとする。

イ 補助対象建築物の存する敷地全体の建築物を、１年以上使用していないこ

と。

ウ 補助対象建築物のいずれかの部分（軒先、ひさし等を除く。）の高さが、

当該部分から道路又は近接宅地との境界までの水平距離の数値を超え、倒壊

すれば敷地周辺に及ぼす危険性が著しいと認められるものであること。

（４） 当該建築物の登記事項証明書に所有者以外の権利が設定されていないこ

と。ただし、権利者の同意を得た場合は、この限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、市長がやむを得ない事情があると認める場合は、補

助対象建築物とすることができる。

３ 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、補助対

象者が実施する補助対象建築物の除却工事（補助対象建築物以外の塀、樹木、家

財、地下埋設物その他これらに類する物の除却に要する費用を除く。）で、建築

工事業、土木工事業及び解体工事業の許可又は島根県知事の解体工事業登録を受

けた者が施工するものとする。ただし、第６条の規定による補助金交付申請日の

属する年度の２月末日までに第１０条の実績報告をする見込みのものとする。

４ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する工事は、補助対象工

事としない。ただし、市長がやむを得ない事情があると認める場合は、この限り

でない。

（１） 補助金の交付の決定前に着手した工事



（２） この告示による補助金の交付のほか、併せて他の制度等による補助金の

交付を受けて行う工事。ただし、補助対象となる費用が重複しない場合で市長

が認める場合は、この限りでない。

（３） 過去に市の補助金を利用した建築物を除却する工事。ただし、耐震診断

に係る補助金を除く。

（４） 補助対象建築物の全部を除却しない工事

（５） この告示による補助金の交付を受けて既に除却した又は除却しようとす

る建築物と同一の敷地内において行う工事。ただし、申請者の３親等の範囲に

含まれない者が交付を受けた場合は、この限りでない。

（６） 申請者本人が施工する工事

（７） 公共事業による移転、建て替え等の補償対象となっている建物を除却す

る工事

（８） その他市長が不適当と認める工事

（補助金の額及び限度額）

第５条 補助金の額及び限度額は、別表に定めるとおりとし、予算の範囲内で交付

するものとする。

（補助金交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、工事に

着手しようとする日の１０日前までに老朽危険空き家等除却助成事業補助金交付

申請書（様式第１号）に次に掲げる書類等を添えて市長に提出しなければならな

い。

（１） 位置図（付近見取図）

（２） 配置図及び平面図

（３） 床面積求積図

（４） 現況写真（２面以上）

（５） 登記事項証明書（土地及び建物）又は所有者を確認できる書類

（６） 空き建築物又は旧耐震基準建築物の場合は、１年以上使用されていない

ことを確認できる書類（電気又は水道の停止日などが分かるもの等）



（７） 空き建築物の場合は、跡地利用計画書（任意様式）及び同計画書に基づ

く計画的利用について記載する看板の計画書（任意様式）

（８） 旧耐震基準建築物の場合は、昭和５６年５月３１日以前に新築され、又

は着工されたことを確認できる書類

（９） 除却工事の工事見積書等（補助対象工事の内容が分かるもの）

（１０） 申請者の住民票

（１１） 市税の滞納がない旨を証明する書類

（１２） 申請者以外に建築物及び土地の所有者、相続人又は共有者が存在する

場合は、誓約書（様式第２号）

（１３） その他市長が必要と認める書類等

２ 前項各号の書類のうち、市長が提出困難と認め、かつ、現地の状況や関連する

書類等から判断できるものについては、省略できるものとする。

（交付の決定）

第７条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

立入調査を実施した上で補助金交付の可否を決定し、老朽危険空き家等除却助成

事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第３号）により、申請者にその旨を通

知するものとする。

（交付申請の取下げ）

第８条 申請者は、第６条の規定により行った申請を取り下げるときは、老朽危険

空き家等除却助成事業補助金交付申請取下願（様式第４号）を市長に提出しなけ

ればならない。

２ 市長は、第６条の規定により行った申請の取下げがあった場合は、これをなか

ったものとみなす。

（決定内容等の変更）

第９条 第７条の規定により交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ老朽危険空き家等

除却助成事業補助金変更・中止承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、その

承認を受けなければならない。

（１） 補助対象工事の経費等について変更しようとするとき。



（２） 補助事業を中止するとき。

２ 前項の申請書には、変更の内容に関し、市長が必要と認める書類を添付するも

のとする。

３ 市長は、第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査した上で補助

金交付の可否を決定し、老朽危険空き家等除却助成事業補助金変更決定（却下）

通知書（様式第６号）により補助事業者にその旨を通知するものとする。

（実績報告）

第１０条 補助事業者は、補助対象工事を完了したときは、速やかに老朽危険空き

家等除却助成事業実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類等を添えて市長に

提出しなければならない。この場合において、当該交付決定の日の属する年度の

２月末日を期限とする。

（１） 工事請負契約書の写し

（２） 工事代金領収書の写し

（３） 工事完了写真

（４） 空き家の場合は、第６条第１項の規定により提出した跡地利用計画書に

基づく計画に着手したことを確認できる書類及び同計画書に基づく計画的利用

について記載した看板の設置状況写真

（５） その他市長が必要と認める書類等

（補助金額の確定）

第１１条 市長は、前条の実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、適正

であると認めたときは、補助金の額を確定し、老朽危険空き家等除却助成事業補

助金額確定通知書（様式第８号）により補助事業者に通知するものとする。

（補助金の請求及び交付）

第１２条 補助事業者は、前条の通知を受けたときは、老朽危険空き家等除却助成

事業補助金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の請求書の提出があったときは、速やかに補助金を交付するもの

とする。

３ 前２項の規定にかかわらず、補助事業者と補助対象工事に関する契約を締結し

た者が補助事業者の委任を受け、補助金交付の請求及び受領を行う代理受領の取



扱いについては、安来市建築物等関連事業に係る補助金代理受領制度要綱（令和

６年安来市告示第３号）の定めるところによる。

（交付決定の取消し）

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。

（２） 補助金の交付決定の内容、これに付した条件、法令又はこの告示に違反

したとき。

２ 市長は、前項の規定による交付決定の取消しを行ったときは、老朽危険空き家

等除却助成事業補助金取消通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知する

ものとする。

（補助金の返還）

第１４条 市長は、前条の規定により交付決定の取消しを行った場合において、既

に補助金が交付されているときは、老朽危険空き家等除却助成事業補助金返還命

令書（様式第１１号）により、当該交付した補助金の全部又は一部の返還を命じ

ることができる。

２ 前項の規定により補助金の返還の命令を受けた者は、当該補助金を市長が定め

る期限までに返還しなければならない。

（その他）

第１５条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成２８年４月１日から施行する。

（補助金の限度額の特例）

２ 令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までの間における別表の適用につ

いては、同表１の項中「１００万円」とあるのは「１２０万円」とし、同表２の

項中「６０万円」とあるのは「１１０万円」と、「５０万円」とあるのは「１０

０万円」とする。

附 則（平成２８年１２月２８日告示第１６３号）



この告示は、平成２９年１月１日から施行する。

附 則（平成３１年３月２６日告示第４０号）

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第４条第３項の改正規

定は、平成３１年６月１日から施行する。

附 則（令和３年１１月２６日告示第１８５号）

（施行期日）

１ この告示は、令和３年１１月２６日から施行する。ただし、第２条第１号の改

正規定は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示による改正後の様式については、令和４年３月３１日までの間は、従

前の様式によることができる。

附 則（令和５年３月３１日告示第５５号の３）

この告示は、令和５年４月１日から施行する。

附 則（令和５年１２月１３日告示第１４３号）

この告示は、令和５年１２月１３日から施行する。

附 則（令和６年３月２２日告示第５４号）

この告示は、令和６年４月１日から施行する。

附 則（令和７年３月２８日告示第６４号）

この告示は、令和７年３月２８日から施行する。

附 則（令和８年２月２５日告示第２４号の２）

この告示は、令和８年４月１日から施行する。

別表（第５条関係）

種別 補助金の額 限度額

１ 不良住宅又は空き建築

物

補助対象工事に要する費用

（標準除却費を限度とす

る。）の５分の４に相当する

額（当該額に１，０００円

未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額）

１００万円



２ 旧耐震基準建築物 補助対象工事に要する費用

（標準除却費を限度とす

る。）の３分の１に相当する

額（当該額に１，０００円

未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額）

次の各号に掲げる場合に応

じ、当該各号に定める額

（１） 敷地に接する道路

の幅員が４メートル未満

であって、道路の中心線

から２メートルの範囲に

存する建築物、工作物

（石垣及び擁壁を含

む。）若しくは樹木等を

併せて撤去する場合又は

当該道路が崖地、川、線

路敷地その他これらに類

するものに沿う場合にお

いて、当該崖地等の道の

側の境界線から４メート

ルの範囲に存する建築

物、工作物（石垣及び擁

壁を含む。）若しくは樹

木等を併せて撤去すると

き ６０万円

（２） 前号に該当する場

合のうち、安来市ブロッ

ク塀等安全確保助成事業

補助金交付要綱（令和元

年安来市告示第３８号）

による補助金の交付決定

を受けた場合 ５０万円

（３） その他の場合 ５

０万円


